
施策名：児童虐待の未然防止・早期対応等切れ目ない支援

事業名 担当課・室名

いつでも児童相談体制整備事業 こども・家庭支援課 1 / 2

児童虐待防止対策事業 こども・家庭支援課 1 / 2

ヤングケアラー等支援体制強化事業 こども・家庭支援課 1 / 2

児童養護施設退所者等支援強化事業 こども・家庭支援課 2 / 2

里親リクルート地域連携事業 こども・家庭支援課 2 / 2
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主要な施策の成果（事務事業評価）令和４年度実績【施策コード：Ⅰ－１－（３）】あ

No.

 

 ( H17 ～ )

 

 

No. 成 果 指 標 達成度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 評価

 ① 9,706 ③ 目標値 250 250 250

 ( H24 ～ ) ② 6,420 実績値 252 252 －

 [回] 達成率 100.8% 100.8% －

 目標値 130

実績値 132

達成率 101.5%

No. 成 果 指 標 達成度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 評価

 ① 8,854 ③ 目標値 9 14

 ( R4 ～ ) ② 2,570 ④ 実績値 10 －

 [市町村] 達成率 111.1% －

 目標値 100

実績値 163

達成率 163.0%

予算額 決算額

事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 事 業 費 主 な 事 業 内 容 事業の成果・社会情勢の影響を踏まえた取組・今後の方針

1

いつでも児童相談体制整備事業 ①子育て電話相談センター（いつでも子育てほっとライン）の運営
　　電話相談を受ける子育て支援・虐待対応協力員（12名）を配置

②児童相談体制強化事業
　　児童相談所間における確実なケース移管や児童福祉司任用資格の取得等に係る経費

　24時間365日フリーダイヤルで相談を受ける体制を整備するこ
とにより、身近に相談相手がいない保護者の育児不安の早期解
消に効果があった。
　引き続き県民に対して、「いつでも子育てほっとライン」の
周知を図り、育児不安の解消と虐待の未然防止に向けて取り組
む。

(うち翌年度繰越額) (うち国庫支出金)

36,257 34,898

(0) (15,833)

こども・家庭支援課

　育児不安の解消と児童虐待の未然防止を図
るため、こども・女性相談支援センターに、
子育てに関するあらゆる相談を24時間365日受
け付ける「子育て電話相談センター（いつで
も子育てほっとライン）」を設置する。

事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 事 業 費 主 な 事 業 内 容 主 な 事 業 内 容 ご と の 決 算 額

2

児童虐待防止対策事業 ①子どもの権利養護に係る実証モデル事業の実施
　　児童相談所の支援を受ける子どもたちの意見を受
　け止める体制の構築を図るためのモデル事業を実施

②児童家庭支援センター機能強化事業
　　児童家庭支援センターに対して児童相談所から指
　導委託を実施（５箇所）

③産前・産後母子支援事業
　　児童虐待防止のため、特定妊婦等への支援を実施
　　（委託先：永生会母子ホーム）

④児童相談所の法的対応力の強化
　・児童相談所への非常勤弁護士の配置
　　（中央児相：週４回、中津児相：週１回）
　・弁護士への家事事件委託

5,963

26,619

[日]

市町村要対協実務者
会議開催回数

Ａこども・家庭支援課 3,607

　児童虐待防止の徹底を図るため、関係機関
との連携を強化するとともに、弁護士の活用
により児童相談所の法的対応力等を強化す
る。

主 な 活 動 指 標 と 達 成 率

関係機関（警察・学
校）研修参加人数

事業の成果・社会情勢の影響を踏まえた取組・今後の方針

　児童相談の一義的な窓口である市町村の相談対応能力が強化
されるとともに、要保護児童の早期発見や適切な保護が図られ
た。
  引き続き市町村や関係機関との連携を強化し、県をあげて虐
待対応に的確に取り組む。

[延べ：人]

児童相談所への非常
勤弁護士の勤務日数

目標値 243予算額 決算額

達成率 98.8%(0) (18,626)

(うち翌年度繰越額) (うち国庫支出金)
実績値 240

27,279

事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 事 業 費 主 な 事 業 内 容 主 な 事 業 内 容 ご と の 決 算 額

3

ヤングケアラー等支援体制強化事業 ①市町村による支援対象児童等見守り強化事業
　・個別訪問による家庭状況の把握を行う市町村
　　への助成（10市）
　・見守り支援体制の確立に向けた研修（１回）

②ヤングケアラー支援事業
　・ヤングケアラーアドバイザーの委嘱
　・24時間365日対応可能なSNS相談窓口を開設
　・「ヤングケアラー」の周知及び相談窓口に関する
　リーフレット配布（学校現場・関係機関）
　・県民フォーラムの開催（１回）
　・学校現場での出前講座の実施（３校）
　・支援者向け研修会の実施（６箇所）
　・教職員向けWeb動画の配信
　・子育て世帯訪問支援臨時特例事業（市町村事業）

支援対象児童等見守
り強化事業実施市町
村数 Ａこども・家庭支援課

　ヤングケアラーなど支援を必要とする子ど
もや児童虐待のおそれのある家庭を早期に発
見し、適切な支援に繋げるため、見守り・相
談体制の構築のほか周知・啓発等に取り組
む。

主 な 活 動 指 標 と 達 成 率

ヤングケアラー
フォーラムの参加人
数

事業の成果・社会情勢の影響を踏まえた取組・今後の方針

　食事の提供等を通じた子どもの状況把握により、市町村にお
ける支援対象児童等の見守り体制が強化された。更に、ヤング
ケアラー相談窓口の設置や研修会等の実施等により、周知啓発
を行うとともに、適切な支援につなげられるよう相談体制の構
築を行った。
　引き続き未実施市町村における見守り体制強化及びヤングケ
アラーの周知・啓発等に取り組む。

[人]

ヤングケアラーの支
援者向け研修会の参
加人数

目標値 60予算額 決算額
(うち翌年度繰越額) (うち国庫支出金)

実績値 236
13,545 11,424

達成率 393.3%(0) (1,498) [人]

－1－
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主要な施策の成果（事務事業評価）令和４年度実績【施策コード：Ⅰ－１－（３）】あ

No. 成 果 指 標 達成度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 評価

 ① 16,468 ③ 目標値 94.3 94.3 94.3

 ( H23 ～ ) ② 1,804 ④ 実績値 93.1 88.0 －

 [％] 達成率 98.7% 93.3% －

 目標値 30

実績値 31

達成率 103.3%

No. 成 果 指 標 達成度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 評価

 ① 9,906 ③ 目標値 30 35 35

 ( R3 ～ R5 ) ② 3,457 ④ 実績値 30 46 －

 [人] 達成率 100.0% 131.4% －

 目標値 150

実績値 147

達成率 98.0%

事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 事 業 費 主 な 事 業 内 容 主 な 事 業 内 容 ご と の 決 算 額

4

児童養護施設退所者等支援強化事業 ①社会的養護自立支援事業
　・支援コーディネーターの配置
　　　施設退所前の児童に対して継続支援計画を作成
　　し、退所後の自立に向けた支援を実施
　・児童アフターケアセンターおおいたの運営
　　　相談員４名による生活相談等を実施（3,512件）
　・生活費の支給
　　　児童養護施設退所者等が、やむを得ない事情に
　　より退学した場合等に生活費を支給
　（委託先：NPO法人おおいた子ども支援ネット）

②自立支援貸付事業
　　児童養護施設退所者等の就業、進学、資格取得の
　ための資金貸付を実施（補助率1/10）
　（委託先：（社福）大分県社会福祉協議会）

児童養護施設退所者
が１年後も自立して
いる割合 Ｂこども・家庭支援課

　児童養護施設退所者等の支援を図るため、
「児童アフターケアセンターおおいた」によ
る自立・就労に向けた継続的サポートを行う
とともに、進学や資格取得に伴う貸付を実施
する。

主 な 活 動 指 標 と 達 成 率

継続支援計画作成件
数

事業の成果・社会情勢の影響を踏まえた取組・今後の方針

　児童養護施設との連携や退所者相談支援、自立支援貸付事業
を行った結果、退所者の自立の継続につながった。
　児童養護施設等退所者の自立継続には、生活支援や就労支援
等多岐にわたる支援が必要なため、引き続き他機関との連携強
化、アウトリーチや同行支援による支援強化に努める。

[件]

生活相談件数 目標値 850予算額 決算額
(うち翌年度繰越額) (うち国庫支出金)

実績値 3,512
18,951 18,272

達成率 413.2%(0) (7,789) [件]

事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 事 業 費 主 な 事 業 内 容 主 な 事 業 内 容 ご と の 決 算 額

5

里親リクルート地域連携事業 ①市町村連携コーディネート事業
　・家庭養護推進員の配置（補助率10/10）
　　（大分市、別府市、中津市、日田市）
　・市内での里親リクルート活動
　・市報やCATV、イベント、個別訪問等での広報
　・県本庁、児童相談所、市、NPOによる定期連絡会で
　　の連携

②里親リクルート（普及啓発・募集・登録促進）事業
　・里親リクルート活動員の配置（１名）
　・里親口コミ座談会（里親カフェ）の開催（５回）
　・市町村別里親募集説明会（39回）
　・ターゲット層が集まる機会での出前講座の実施
　　（15回）

13,363
達成率 152.5%(0) (12,534) [回]

里親新規申請数

Ａこども・家庭支援課

　社会的養護が必要な児童を家庭的な環境の
下で養育できる里親委託等を推進するため、
家庭養護推進員（４名）を配置し、市町村と
連携して新規登録者の確保や制度の普及・啓
発等を行う。

主 な 活 動 指 標 と 達 成 率

市町村別里親募集説
明会参加者数

決算額
(うち翌年度繰越額) (うち国庫支出金)

実績値

事業の成果・社会情勢の影響を踏まえた取組・今後の方針

　児童相談所、市、NPO等、多くの機関が連携しながら、各市町
村の状況に応じたきめ細かなリクルート活動を行った結果、里
親制度そのものに対する啓発が進むとともに、里親新規申請数
が増加した。
　児童のニーズに対応した適切な里親委託推進のためには、多
様で潤沢な里親の確保が必要であり、引き続き新規里親登録者
の確保に努める。

[人]

出前講座等の実施回
数

目標値 40予算額

61
13,980

－2－


